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平成２１年度事業報告の概要

平成２１年度は、建築物環境衛生管理技術者講習会テキストについて、平成１６年
以来の大幅な見直しを行い新版として発行した。また、管理技術者講習会を既定の開
催地の他に松山市で実施した。
センター全体としては、その他の試験、検査及び出版等各事業を含めて、ほぼ予定

どおり事業を達成することができた。

１ 講習会事業

建築物環境衛生管理技術者講習会を１７コース実施し、受講者数は１,４８１
人、知事登録講習会は、新規･再講習会を合わせ１２５コースを実施し、受講者
数は８,５０４人であった。

２ 国家試験事業

平成２１年１０月４日（日）全国６地区において第３９回国家試験を実施し、
受験者数９,９１８人、うち１,８２７人が合格した （合格率１８.９％）。

３ 検査事業

室内浮遊粉じん計の較正、水質検査、簡易専用水道検査及びレジオネラ検査の
実績が計画件数を上回るなど事業全体として所期の目的を達成した。

４ 調査研究事業

センター調査研究として「室内における建築物汚染状況と有効な除去方法の検
討」を実施したほか、関連学会等協力事業として、学会・研究会等への参加及び
協力等を行った。

５ 出版及び広報事業

検討を進めていた「建築物の環境衛生管理（上下 」について改訂作業を完了）
し、平成２１年４月に新版として発行することができた。その他、季刊誌等の発
行について計画どおり実施した。

、 ）また 第３７回建築物環境衛生管理全国大会を東京で２日間(平成２２年１月
開催したほか、ホームページを大幅にリニューアルするなど、広報の充実を図っ
た。



平成２１年度事業報告（事業別）

１ 講習会事業

（１）建築物環境衛生管理技術者講習会

前年度実績 ２１年度実績
講習会の種類

コース 受講者数 コース 受講者数

人 人

建築物環境衛生管理技術者講習会 １６ １,５３２ １７ １,４８１

（２）知事登録講習会

前年度実績 ２１年度実績
講習会の種類

コース 受講者数 コース 受講者数

人 人

新規講習会 ４７ ３,７２５ ５０ ３,８６６

① 清掃作業監督者 １１ １,００５ １２ ９７９

② 空気環境測定実施者 ９ ４５６ １０ ４５４

③ ダクト清掃作業監督者 ２ ５７ ２ ３６

④ 貯水槽清掃作業監督者 １０ ９８９ １０ １,０３４

⑤ 排水管清掃作業監督者 ３ ２３３ ３ ２８５

⑥ 防除作業監督者 ４ ４０２ ５ ４８５

⑦ 統括管理者 ４ ３０８ ４ ２９７

⑧ 空調給排水管理監督者 ４ ２７５ ４ ２９６

再講習会 ６４ ４,１７５ ７５ ４,６３８

① 清掃作業監督者 ９ ６１６ １２ ９１９

② 空気環境測定実施者 ５ ２５８ ８ ４４５

③ ダクト清掃作業監督者 ４ １７２ ４ ７５

④ 貯水槽清掃作業監督者 １２ ９１８ １７ １,３５６

⑤ 排水管清掃作業監督者 １６ １,０４５ １１ ５０３

⑥ 防除作業監督者 ４ ２８３ ７ ５５２

⑦ 統括管理者 ４ ２４６ ７ ３９６

⑧ 空調給排水管理監督者 １０ ６３７ ９ ３９２

計 １１１ ７,９００ １２５ ８,５０４

講 習 会 合 計（１＋２） １２７ ９,４３２ １４２ ９,９８５



（３）２１年度地区別開催数（１４２コース）

札 幌 仙 台 東 京 名古屋 大 阪 広 島 高 松 福 岡 沖 縄 松 山

７ １ ６４ ９ ４３ ３ １ １２ １ １

（４）講習会の円滑な実施

各種講習会を適正及び円滑に実施するため、教務委員会等の各種委員会を下記のと

おり開催するとともに、建築物環境衛生管理技術者講習会のテキストを、改訂された

「新版建築物の環境衛生管理」に切り替えた。

また、講習会用実習機材（室内粉じん計､風速計）及び講習会場で使用する液晶プロ

ジェクタを更新するなど、講習会の充実に努めた。

（委員会の開催状況）

・教務委員会 １回

・試験問題委員会及び各部会 １６回

・受講資格委員会 １８回

・修了認定委員会 ７回

・地区委員会 １１回

・講師打合会 ７回

・各登録講習会委員会 ３５回

（５）関連団体への協力事業

、 、 、各中央協議会(貯水槽管理 排水管清掃業 空気調和用ダクト管理)の事務局として

２１年度は貯水槽清掃作業従事者研修用テキストの増刷、空気調和用ダクト清掃作業

従事者研修用テキストの改訂に協力した。

２. 国家試験事業

建築物における衛生的環境の確保に関する法律に基づく指定試験機関として、第３９回

建築物環境衛生管理技術者試験を次のとおり実施した。

試験実施にあたり、試験委員会（問題作成及び合否判定の２回 、幹事委員会（試験問）

題の選定４回）開催し、適正、公正な試験の実施に努め、合格基準及び正答については、

受験者に送付するとともに、ホームページに掲載し公表した。

また、受験者からの科目別得点等の個人情報の開示請求については、８６件の請求があ

り、個人情報保護規程に基づき開示した。



（１）試験日程等

１）試 験 日 平成２１年１０月４日（日）

２）合格発表日 平成２１年１１月４日（水）

３）試 験 地 全国６地区９会場

（札幌市､仙台市､東京都､名古屋市､大阪府､福岡市）

（２）受験者数等

① 受験票交付数 ② 受験者数 ③ 合格者数 ④ 受験率 ⑤ 合格率
（②／①） （③／②）

人 人 人 ％ ％
１２,２２３ ９,９１８ １,８２７ ８１.１ １８.４

札幌市 ３２７
仙台市 ５２９
東京都 ５,３９２
名古屋市 ８４０
大阪府 １,９４５
福岡市 ８８５

３．検査事業

建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行規則に基づく、室内浮遊粉じん計の

較正、水質検査並びに水道法に基づく簡易専用水道検査の実施、給湯設備等におけるレジ

オネラ属菌検査、防錆剤品質規格適合品検査を以下のとおり実施するとともに、各種検査

を適正に実施するため、平成２１年度は水質検査計測器のソフトを更新した。

（各種検査実施件数）

前年度実績 ２１年度実績
件 件

室内浮遊粉じん計の較正 ６,９１１ ６,９４３

飲料水の水質検査 １,４６１ １,５７３

簡易専用水道の検査 ６７６ ７０７

防錆剤品質規格検査 ６ ４

レジオネラ属菌の検査 ４２４ ５１６



４．調査研究事業

建築物環境衛生管理における技術面の充実と関連情報集積のため、センターにおいて調

査研究を実施するとともに、関連学会等の外部関係機関との連携、技術提供及び研究助成

を行った。

（１）調査研究

１）センター調査研究

・課 題 ： 室内における建築物汚染状況と有効な除去方法の検討

・概 要 ： 病院・社会福祉施設および事務所ビルにおける微生物の汚染状況と有

効な清掃・消毒方法についての検討

・計 画 ： ２１年度・２２年度の２ヶ年計画

２）委託研究

・研究者 ： 鳥居 新平（名古屋大学名誉教授）

・課 題 ： 室内空気環境中の化学物質とシックハウス症候群等に関する調査研究

・概 要 ： ２１年度は名古屋地区におけるシックハウス症候群などに関する文献

調査、実態調査の整理ととりまとめを実施した。

・計 画 ： ２０年度・２１年度の２ヶ年計画

３）研究協力

・委託者 ： 東京電力株式会社（法人営業部都市エネルギーソリューション部）

・研究者 ： 田辺 新一（早稲田大学理工学術院教授）

・課 題 ： 居住空間における快適湿度範囲に関する検討

・概 要 ： 居室内の適切な湿度範囲を検証するため、２１年度は居住者に対する

湿度影響に関する調査、インフルエンザウイルスと絶対湿度の関係、居

住空間における湿度環境に関する文献を調査し整理を行った。

・計 画 ： ２０年度・２１年度の２ヶ年計画

（２）研究発表、シンポジウム等の開催

全国大会の行事の一環として研究発表集会を開催し、２１年度（第３７回全国大会）

は、調査研究部門１３課題、事例報告部門１１課題の発表が行われた。

また、シンポジウムについては 「高齢化社会と建築物衛生管理」をテーマに同全国、

大会において開催した。

（３）関連学会等との連携

２１年度は、関連学会等へ助成を行うとともに、日本公衆衛生学会、日本衛生学会、

空気調和・衛生工学会、日本空気清浄協会の各学会等へ参加し、職員の技術、知見の向

上を図った。



５．出版及び広報事業

（１）出版事業

出版物の編集にあたっては、季刊誌「ビルと環境 「新貯水槽の衛生管理」の各編集」、

委員会を開催し内容の検討等を行い、下記のとおり作成、販売を行った。

また、建築物環境衛生管理技術者講習会テキスト「建築物の環境衛生管理」について

は、その内容及び構成の観点から見直の検討を重ね、平成２１年４月に新版として発行

した。

（２１年度の出版及び販売）

書 籍 名 作 成 販 売
部 部

季刊誌「ビルと環境」 ７,３００ ４,４００

新版建築物の環境衛生管理(上下巻) ３,０００ ２,３００

新貯水槽の衛生管理(１版３刷) － １,０７０

レジオネラ症防止指針(第３版) － １,４３０

特定建築物における建築確認時審査のためのガイドライン － ９０

（２）広報事業

１）第３７回建築物環境衛生管理全国大会

・メインテーマ「安心・安全な建物の管理のために」

・実 施 平成２２年１月２１日（木）､２２日（金）

・会 場 東 京 (財)日本教育会館

・行 事 式 典、特別講演、シンポジウム、専門講座、研究発表

・参加者数 延べ１,０００名（２日間）

２）大会式典における表彰

・会長表彰

建築物における衛生的環境の確保に関し顕著な功績のあった者２３名を表彰

・優秀課題表彰

保健文化賞受賞記念基金事業として、研究発表優秀課題５課題を表彰

３）ホームページの充実

建築物衛生に関する啓発普及のため、センターホームページのリニューアルを行

い、その内容の充実を図った。

また、国家試験の受験手引き請求をホームページを活用して行えるよう改善した

ところ、手引き希望者の４割に当たる約６,７００人の利用がみられた。


